
さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略 概要版

背景・計画の位置付け

我が国は、パリ協定の目標（世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つ
とともに、1.5℃に抑える努力を追求する）等を受け、令和2年10月に「2050年カーボンニュートラル」
を宣言しました。

さいたま市は、令和2年7月に、2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ、いわゆる「ゼロカーボンシ
ティ」を目指していくことを表明、令和3年5月には「さいたま市気候非常事態宣言」を発出しました。

再生可能エネルギー等の地産地消
再生可能エネルギー等の地産地消により、公共施設の脱炭素化を先駆的に推進し、このノウ
ハウを市内に普及する。

民間力を活用した再生可能エネルギー等の普及拡大
市内への再生可能エネルギー等の最大限導入に向け、民間力を活用する。

脱炭素化とレジリエンス強化の両立
徹底的な省エネと再生可能エネルギー等の最大限導入による脱炭素化と同時に、エネルギー
セキュリティの観点から、レジリエンスの強化を図る（主要な施設や中心街区等）。

資源循環による脱炭素化の推進
資源循環（サーキュラーエコノミー）の取組により脱炭素化を推進する。

グリーンインフラの推進
ヒートアイランド現象の緩和や減災、CO2の吸収源として、緑地や二次的自然（水田や用水
路）の保全や市街地の緑化を推進する。また、環境教育の場としても活用する。

都市間連携による脱炭素化の推進
東日本の中枢都市にふさわしいまちとして、都市間や地域間での連携を進め、脱炭素化を推
進する。

公民学共創に向けたパートナーづくり
関係者のパートナーシップを醸成する場を設け、エネルギーや資源の地産地消による経済の好
循環に加え、広範な環境課題の解決を目指す地域循環共生圏の素地を形成する。
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ゼロカーボンシティ推進による
グリーン成長（環境・経済・社会の好循環）の実現

基本
理念

基
本
的
施
策

基本
方針

地域資源の
最大限の活用

多様な主体との
協働・連携

SDGsの視点に
よる施策推進

理念・方針・施策

「さいたま市ゼロカーボンシティ推進戦略」（計画期間：2022～2030年度）

・中長期的に脱炭素化を図り、持続可能でレジリエントな地域の実現
・国や業界動向も踏まえた2050年度までのロードマップの策定

再生可能エネルギー等の地産地消

民間力を活用した再生可能エネルギー等の普及
拡大

脱炭素化とレジリエンス強化の両立

資源循環による脱炭素化の推進

グリーンインフラの推進

都市間連携による脱炭素化の推進

公民学共創に向けたパートナーづくり
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取組の概要

1)再生可能エネルギー等の導入促進
住宅及び事業所への太陽光発電等設置に係る導入支援や、
民間のPPA等の活用により、市内における地産地消型の再生
可能エネルギー等の導入を促進する。加えて、農地の有効活
用を図りつつ、再生可能エネルギー等を導入する。

2)公共施設の脱炭素化
廃棄物発電の地産地消（自己託送）とPPAモデル等の新し
い手法の活用による再生可能エネルギー等の導入により、公
共施設の脱炭素化を進める。
また、災害時等のエネルギーセキュリティを確保するため、再生
可能エネルギー等の設備等を積極的に導入する。

1)デジタル技術を活用した再生可能エネルギー等の
導入
デジタル技術を活用した再生可能エネルギー等の導入に向け、
スマートメーターの普及を民間事業者との連携により推進する。

1)脱炭素型まちづくりの推進（スマートシティ連携）

脱炭素型まちづくりの推進として、地域での再生可能エネルギー
等の導入拡大、コージェネレーションによる熱融通等を図ることで、
脱炭素と同時に高いレジリエンスを実現する。また、運輸部門の
脱炭素化を図るため、電気自動車普及施策「E-KIZUNA
Project」等を推進する。

2)徹底的な省エネと再生可能エネルギー等の
最大限の導入
徹底的な省エネと再生可能エネルギー等の最大限の導入に
向け、環境負荷低減計画制度の推進により、市内の大規模
事業所における一層の省エネ及び再エネ等の導入を促進する。

1)循環型システムの構築
食品ロスの削減やプラスチック等の資源循環、適正な処理
等により、廃棄物処分量及び温室効果ガスを削減する。

1)地域の自然資源等の活用
広域緑地である見沼田圃等を始めとする地域の自然
資源を適切に保全・活用する。また、市街地では建築
物等の緑化を推進する。

1)都市間連携の推進
他都市との連携により、地産地消で賄えない再生可能
エネルギー等を市外から導入する。

1)公民学共創による脱炭素の加速化

地域主導の再エネ導入事業により、資源や資金の地域
内循環を目指すには、多様な主体との協働・連携が不可
欠である。このための合意形成の場を設ける。さらに、
SDGs認証制度の推進により、環境・経済・社会を意識
した市内企業を認証・支援し、脱炭素と合わせた好循環
を図る。

2)次世代技術の導入・活用
CCUSや再エネ由来の水素導入の実証事業により、脱
炭素技術開発等の次世代技術の導入・活用を図る。ま
た、クレジット（温室効果ガスの排出量削減用）の活
用等についても検討する。

3)ESG投資の促進
市の施策と金融機関等の連携により、ESG投資による
脱炭素化を促進する。

目標

地域循環

共生圏

（ローカル

SDGs）

０t-CO2

2050年度

温室効果ガス
排出量実質ゼロ

目標達成に向けて、再生可能

エネルギー等の最大限導入と

地産地消を推進します。

ゼロカーボンシティ推進戦略の
推進により、「2050年度 温
室効果ガス排出量実質ゼロ」
を実現します。

様々な取組により、市内
の環境・経済・社会が好
循環する「地域循環共生
圏」の構築を目指します。

2050年度

39,019 TJ
再生可能

エネルギー等
の導入量

2030年度
5,558 TJ
再生可能

エネルギー等
の導入量



DX:
データの活用等

レジリエンス：
防災力の強化

• 停電時や緊急時の電力供給
• 停電後の回復力向上

• 災害時、一つの街区
のエネルギーライフライ
ンが断たれている場合、
他の街区から融通

GX：
再エネ等導入・電化・CCU等

再エネ等の発電

廃棄物発電

食品ロス削減

蓄電池の活用

AI・IoT等

水素自動車

電気自動車

バーチャルパワープラント

ネットゼロエネルギービル

ネットゼロエネルギーハウス

CO2有効利用

コージェネレーションシステム

図書館

学校

大学

大宮駅周辺

公共施設

さいたま市サーマル
エネルギーセンター

新東楽園

メタン製造所

温室農業

CO2吸収

学官連携

リユース蓄電池

PETボトル
リサイクル

地域外から
再エネ供給

ソーラー
シェアリング

先行モデル地区

デ
ー
タ
の
活
用

デ
ー
タ
の
活
用

デ
ー
タ
の
活
用

スマートシティ

AI・IoTMaaS VPP・DER

公共施設への
再エネ等の供給

2

3公共施設におけ
るVPP等の活用

4 東日本へ波及

1 公共施設の
省エネ・ZEB化

公共施設

公共施設の脱炭素化

公共施設

さいたま市

東日本

CGS

CGS

公共施設

2050年目標：

省エネ対策によるエネルギ－消費量の削減

次世代自動車

の普及

CNガス

CN燃料

再エネ等※
-49%
削減

29,415TJ

ロードマップイメージ
※：再生可能エネルギー等の略称

廃棄物発電

省エネ設備の

導入

エネルギー管理

の徹底

その他の

省エネ対策等

太陽光発電

その他の

再エネ等

建築物・住宅の省エネ化

77,111TJ 39,019TJ

カーボン
オフセット等

1,419TJ

再エネ等※の導入によるエネルギ－の脱炭素化

8,185TJ

市外からの

再エネ（電力）

の調達

100%
脱炭素化

2050年度

（市外からの再エネ
（電力）を除く） （化石燃料の

相殺分）

4) CNガス・CN燃料※ ※：CNはカーボンニュートラルの略称

レジリエンスの観点から既存ガスインフラを有効活用しつつ、
都市ガス・天然ガス、LPGから水素等のCNガスへの転換
を推進
石油由来の燃料からバイオマス由来の燃料等への転換を
推進

3）再エネ（熱）
市内の屋根面積の最大限活用を推進
廃棄物発電に伴う廃熱の地産地消を推進
下水汚泥由来メタンガスのボイラー利用等を推進
空調需要での最大限活用を推進

排出量取引等でCO2排出量を相殺
市内の緑地や農地を保全し、吸収源として活用
（また、ヒートアイランド現象の緩和、減災や環境
教育の場として有効活用し、再生可能エネルギー
等の導入を市民に浸透・加速させます）。

2）再エネ（電力：市外調達）
市内で賄うことができない再エネ（電力）を、市外から調達

・カーボンオフセット：
・グリーンインフラ ：

石炭・燃料油のうち再エネ（熱）で代替できない分は、2050年度も
CO2を排出する化石由来燃料として残る。これらから発生するCO2を
以下等で相殺

5) カーボンオフセット等

公民学共創により、ゼロカーボンシティ実現に向けた意見集約(提案・協議)、事業検討、具体化の協議・助言・指導を行います。

さいたま市ゼロカーボンシティ共創推進プラットフォーム

事務局：環境創造政策課

学識 国 企業 金融

さいたま市地球温暖化対策地域協議会会員を始めとする企業等と連携し、それぞれの企業が持つ技術・ノウハウを最大限
活用し、技術的内容や新たな価値の創出に向けた検討を行います。

エネルギー会社 等

様々なステークホルダーとの連携により、プロジェクトの企画立案、実証、将来的な実装に繋げるための取組を推進します。

具体的事業の推進

技術的検討・支援

推進体制

将来イメージ 2050年度ロードマップの概要

CO2排出量ゼロ

0

最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

TJ

80,000

40,000

20,000

60,000

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

700

400

200

100

0

300

500

600

万t-CO2

2017 2020

39,019 TJ

2030 2050

CO2削減量 -100%

2013年度CO2排出量ベースライン(731万t-CO2)

CO2削減量 -46%※

<再生可能エネルギー等の種類と導入方法>

※：2013年度比

1）再エネ（電力：地産地消）
市内の屋根面積、農地の最大限活用を推進
市内で100％の地産地消を推進
市内の既存の発電所を継続的に活用
市内の生ごみの最大限利用を推進
市内の自立電源として、レジリエンスの観点からも
普及を推進

① 太陽光発電：
② 廃棄物発電：
③ 水 力 発 電 ：
④ バイオガス発電：
⑤ コージェネレー：

ション発電

① 太 陽 熱 利 用 ：
② 廃棄物熱利用：
③ バイオマス熱利用：
④ 地 中 熱 利 用 ：

① CNガス：

② CN燃料：

さいたま市環境局環境共生部環境創造政策課 TEL 048-829-1324 FAX 048-829-1991 E-mail kankyo-sozo-seisaku@city.saitama.lg.jp ・この印刷物は60部作成し、1部あたりの印刷経費は61円です。

地球温暖化対策やゼロカーボンシティの実現に向けて取組を推進します。

さいたま市地球温暖化対策推進本部

本部長 さいたま市長 （事務局：環境創造政策課）

地球温暖化対策推進委員会 セロカーボンシティ推進委員会

連携

次世代技術活用の検討 脱炭素化促進モデルの検討 新たな価値の創出の検討エネルギー地産地消スキームの検討


